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岩手県における民生委員・児童委員活動の現状と課題
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Commissioned Volunteer Child Workers activities in Iwate Prefecture 
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Abstract: 

The purpose of this study is to clarify the current situation and issues of regional support activities of 

Community Welfare Volunteers/Commissioned Volunteer Child Workers in Iwate Prefecture (n=3,593). The 

survey conducted from October to November 2008. The answer of 2,300 people (64.0%) was obtained. 

As a result, the current state that they undertake consultation defenselessly without knowing the actual living 

status of the local residents of whom they take charge was suggested. However, the local circumstances and the 

reality of family issues are understood as their experience enlarged, and it has grown and/ or to do an e除 ctive

activity in time and in the content of support. Moreover, it became clear that they have trouble dealing with 

consultation on "the elderly，，，“family relations" and “economy problem", and look these consultations as di自cult

case, so that these are strong burden to them. It is considered that these consultation issues are complicated 

by multiple factors. The assistance measures of the consultation skills to maintain the motivation of Community 

Welfare Volunteers/ Commissioned Volunteer Child Workers was examined. 

Key Word : Community Welfare Volunteers/ Commissioned Volunteer Child Workers, Difficult Case, Sense of 

burden, Consultation skills 

和文抄録

本研究の目的は岩手県内の民生委員・児童委員（3,593名）を対象として地域支援活動の現状とその課題を明ら

かにすることである。調査は平成20年10月から11月に実施され、 2,300部 （64.0%）の回答を得た。その結果、担当

する地域住民の生活実態がわからないまま、持ち込まれる相談を無防備に受けている現状が推察できた。しかし、

民生児童委員活動の実績を積むにつれて、地域の実情や問題家庭の実態を把握し、時間的にも支援内容においても

有効な活動ができるようになる成長・変化が認められた。また、［高齢者］［家族関係］｛経済｝に関する相談に苦

慮し、強い負担を感じていることが明らかになった。これは複数の要因が影響して、相談の問題点を多重化・複雑

化させていることが原因と考えられ、民生児童委員活動のモチベーションを維持するための相談技能の支援策が検

討された。

キーワード：民生委員・児童委員、困難事例、負担感、相談技能
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はじめに

近年の社会・経済状況の変化、家族機能や地域社会

の変容は地域活動を減退させ、社会生活上の様々な問

題や福祉ニーズへの対応を困難にさせている。例え

ば、児童虐待や高齢者問題（虐待や孤独死など）、若

年層の生活問題（いわゆるニートやネットカフェ難

民）、中高生のいじめやひきこもり、家庭内暴力、自

殺などの問題は、地域住民相互のつながりが希薄かっ

複雑な問題を抱えたままの状態で、表面化することが

少なくない。民生委員－児童委員（以下、民生児童委

員）は、このような地域生活問題への対応や関連機関

への紹介を役割としてきており、その活動への期待が

ますます増している。しかしながら、複雑な背景をも

っ相談が増えてきていることから、その負担増加も指

摘されている 06) 

1 .地域福祉における民生委員・児童委員の位置づけ

民生委員は、民生委員法により、社会福祉に熱意の

ある人が地域の推薦を受け、国（厚生労働大臣）から

委嘱される無償ボランテイアである。その活動は、地

域生活の問題、高齢者福祉、児童福祉などの相談に応

じ、助言や調査などを行っている。また、民生委員は

児童を支援する児童委員も兼ねており、子どもの健全

育成のための地域活動とともにいじめ、不登校、児童

虐待の早期発見及び問題解決に向けて、児童相談所や

児童福祉関係機関との連携を取りながら、問題を抱え

る子どもや家族への援助も行っている。 2000年に民生

委員法が改正され、従来の社会福祉実施機関と利用者

との中間に位置する「パイプ役」という立場から住民

の立場に立って活動する存在日であることが、「法J

によって明確にされた（民生委員法第 l条）。さらに、

松永は、地域社会が民生委員の立場を理解し支援協力

する必要性と民生委員活動の役割の重要性に触れつ

つ、活動の忙しさとボランテイア故の燃焼不良に、民

生委員が陥る危険性を指摘している。7)

2. 民生委員・児童委員の活動について

民生児童委員活動は地域住民のニーズを発見する受

信システムと適切な情報を提供する発信システム、お

よび発見したニーズを適切な機関につなぐという 3つ

のシステムから構成されている。しかし、 民生児童委

員活動に対する行政や関連専門職の認識がズ レてお

り、民生児童委員が戸惑う一因となっている O 1) 

小松は2000年の法改正後の民生児童委員活動を展望

する中で、個別援助活動の減少と地域福祉活動の増加

を指摘している。5）個別援助活動の減少は社会福祉専

門機関や専門職の充実にともなう「身近な相談窓口」

への役割移行を意味し、地域福祉活動の増加は自宅訪

問などのアウトリーチ活動が潜在的ニーズ発見を活発

化させていることを指摘し、その質的変化と重要性に

言及している。

小林は支援対象者別や地域生活支援レベル別の地域

生活支援システムを検討する中で、見守り支援や生活

管理などの民生児童委員による地域生活支援（公的サ

ービスでは対応できない「隙間」援助）の重要性を指

摘している。4）特に、公的サービスを拒否する人や現

行の公的サービスで対応できないニーズのある人など

の存在を指摘し、アウトリーチ活動を活発化させてき

ている民生児童委員の地域福祉活動の方向性を支持し

ている。このように、見守りや自宅訪問などのアウト

リーチ活動が、民生児童委員による現在の地域福祉活

動の中心のひとつになっていると考えられる。

ところで、民生児童委員自身は自分たちの活動をど

のように評価しているのであろうか。高橋は鹿児島市

内の民生児童委員44名を対象とした標本調査を実施

し、 1）経験を通して専門性が身につく、 2）支援活動

によって相談者が助かり、信頼関係が築かれることに

喜びを感じる一方で、相談者のニーズを満たせないと

きや民生児童委員の誠意が理解されないときに困難さ

を感じる、 3）活動の発展には、民生児童委員活動の

社会的認知、連携、研究・研鑓が必要、 4）研修にお

いては援助技術のスキル（受容と傾聴）向上が必要な

ことを報告している。10）都築は東北5県の民生児童委

員 (18,189名）を対象に地域福祉活動や民生児童委員

活動の自己評価等を調査している 011）この調査で質問

した“負担感の重い相談”には、「家族や親族との人

間関係」「医療費や生活費」「一人暮らしの高齢者の見

守り」が回答されていた。中尾は長崎市内の民生児童

委員 9名を対象に、活動の現状やモチベーションを調

査し、民生児童委員自身が活動に対して陽性感情と陰

性感情を感じていることを報告している。特に、陰性

感情は自分の活動を否定してしまう程のモチベーショ

ン低下を招いており 、その対策の必要性を指摘してい

る。8)

このように、民生児童委員の地域福祉活動が質的に
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変化してきていることが、複雑な背景を持つ相談の増

加と関連していると考えられる。その結果、多忙な活

動と相談活動への不全感が高じて、民生児童委員の強

い負担感となっている。そして、この負担感が活動へ

の動機付けを阻害し、援助技術スキル向上が予防策と

して指摘されている。従来、経験的に指摘されていた

民生児童委員の負担感を自己評価や面接調査を通して

明らかにした点で、これらの研究は重要な意義を持っ

ている。しかし、少数対象者の面接調査では地域特性

による差異の大きい民生児童委員活動の全体傾向を把

握しづらく、 量的分析では事象聞に潜む関係性を読み

取ることが難しい。民生児童委員の負担感は彼らが生

活する地域特性を踏まえつつ、相談内容やその対応を

通して研究することが必要と考えられる。また、負担

感を感じる相談内容の把握は援助スキル向上を目的と

した研修にも利用できる重要な情報であるが、そのよ

うな調査は少なく、不十分と思われる。

3. 本研究の目的

以上の点を踏まえて、本研究では岩手県内の民生児

童委員を対象に地域支援活動の現状を確認し、民生児

童委員が負担を感じる相談内容を明らかにすることを

目的としたD 特に、対応に 『苦慮する （した）相談J

を事例的に検討し、負担感に影響している要因を質的

な分析を通して明らかにしたい。

方法

1 .調査対象

2008年10月現在で、厚生労働大臣から委嘱を受けた

岩手県内在住の民生委員 ・児童委員（3,593名）を対

象とした。

2. 調査時期

2008年10月から11月に実施した。

3. 調査項目

以下の項目について、択一あるいは複数選択にて回

答を求めた。

①民生委員・児童委員の活動について（活動して良

いこと、困ること、必要な情報、情報の入手先、

今後力点を置くべき活動、活動内容の頻度の 6項

目）

②教育・研修ニーズ、について（知識の必要度、多い

相談内容、苦慮する相談（選択・自由記述）の 4

項目）

③研修プログラムについて（研修形態、研修日数、

受講希望科目、開講時間帯、費用、参加意向の 6

項目）

④基本属性（性別、年代、職業、在職期間、所属地

区、コンピュータ一利用の 8項目）

なお、教育・研修ニーズの「苦慮する相談」 （自由

記述）項目は“あなたが対応に苦慮した （している）

相談内容を、 （差し障りのない範囲で）具体的にご記

入ください”という質問に、自由記述形式で回答を求

めた。

4. 調査実施方法

調査票は、岩手県社会福祉協議会・岩手県民生委員

児童委員協議会の協力を得て、各地区民生委員児童委

員協議会事務局を通して、民生委員児童委員に直接配

布した。調査票の回収は郵送法にて実施した。

5. 分析方法

分析 l：「③研修プログラムについて」を除く調査項

目を対象とし、単純集計と民生委員・児童委員の在任

期間とクロスさせた結果を分析した。結果は期間別の

比較を行うために、全て百分率（%）で表示した。

分析2：「②教育・研修ニーズについて」の 『苦慮す

る相談Jの自由記述項目をKJ法2)3）にて質的分析を行

った。

結 果

1 .回収率

2,300部の回答 （回収率 64.0%）が得られた。

2. 回答者の基本属性

回答者の基本属性を図 l～ 3に示した。回答者は女

性がやや多く 、40代から75才までが93.5%を占め、 60

代後半が中心であった。在任期間は3年以下（ 1期）

から10年以上（4期以上）に渡り、回答者の 7割近く

が4年（ 2期）以上の在任者であった。
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(N:2,300) 無回答
2.1% 

男

44.3% 

図1 回答者の性別

(N:2,300) 
無回答
2.4% 

図3 回答者の在職期間

3. 民生委員・児童委員の活動について（分析 1) 

調査項目①民生委員・児童委員の活動についての 2

項目（「活動する上で困ること」、「今後力点を置くべ

き活動」）及び ②教育・研修ニーズについての 2項

目（「多い相談内容」、「苦慮する相談 （選択）」）の計

4項目について報告する。「活動する上で困ること」

は複数回答のため、回答総数に対する比率で示した。

それ以外の項目は第 1位～第3位の順位付けを求めて

表1 活動をする上で因ること（複数選択）×在任期間

0% 20% 30 % 40% 10% 

3脚下ビ2

40～59歳

60～64議

65～69歳

70～74議

75歳以上

無回答

21.9 

22.3 

29目3

(N:2,300) 

図2 回答者の年代構成

0% 10% 30% 20% 

問題を抱える家庭の実態が分からない

地主義の実情の把握が難しい

困難事例に対応するのが難しい

活動する時間を取るのが難しい

情報が足りない

見守り活動の方法 』園前島圃.i5.4 

民生委員・児童委員の人数が少ない 』ふゐ＿.5.0 

研修が少ない い融..2.3 

活動者向士の意見の相違 』－＇ 1.7 

サロン活動の方，去 l,.,,i 1.6 

その他 ii...2.0

特になL i.. 1.5 

無回答 I0.2 

23.1 

図4 活動する上で因ること

おり 、第l位に選択した項目のみを分析対象とした。

「活動をする上で困ること」として、“問題を抱える

家庭の実態がわからない” （23.1%）、“地域の実情の

把握が難しい” (19.6%）、“困難事例に対応するのが

難しい” (13.5%）、“活動する時間を取るのが難しい”

(12.6%）、 “情報が足りない”（11.7%）が第 l選択に

あげられ、これらの項目で80%を占めていた（図4）。

回答者を在任期間別に分けてみると、困っている内容

の順位に変わりはないが、在任期間による変化が認め

られる（表 1）。 在任期間が長いほど“地域の実情の

（%） 

問題を抱
困難事例 活動する 民生委員

える家庭 地域の実 活動者同

の実態が 情のt町屋 に対応す 時間を取 情報が足 見守り活 児童委 研修が少
士の意見

サロン活
その他 特になし 無回答

分からな が難しい
るのが難 るのが難 りない 動の方法 員の人数 ない

の相違
動の方法

u、 しい しい が少ない

l期（3年）以下（N:1637) 22.0 20.6 12.8 13.3 13.1 5.3 4.5 2.7 1.2 1.5 2.4 0.7 0.1 

2期（4年～6年N1482) 24.0 20.7 13.0 13.1 11.5 5.5 4.4 1.9 1.3 1.8 1.6 1.3 

3期（7年～9年N:967) 23.9 18.2 13.5 12.4 11.0 6.3 5.8 2.0 2.0 1.7 1.4 1.8 0.1 

4期（10年）以上（N:1519) 22.6 18.3 14.7 11.5 10.8 5.0 5.9 2.8 2.3 1.4 2.1 2.3 0.4 

複数選択で回答を求めているため、回答総数に対する割合で示している。

。。
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表2 今後の活動で力点をおくべき役割（第 1選択）×在任期間 （%） 

情報収集に
努め、地域
住民の実態
や福祉ニー
ズを把握す
る

l期（3年）以下（N:646)

2期（4年～6年）(N:585) 

3期（7年～9年） (N:382) 

4期(10年）以上（N:632)

情報収集に努め、地域住民の実態や

福祉ニーズを把握する

地域住民の抱える問題について、親

身に相官炎に乗り、助言を行う

住民が適切な福祉サービスを受けら

れるよう、行政機関等と翻護を行う

住民のニズや抱えている問題点を

行政機関等へ連絡する

関係機関や地域住民と速燐し、要支

援者のためのネットワー クを作る

多格化する福祉サービスに関する情

幸置を住民に提供する

地 域 の 問 題 点 や 改替策をとりまとめ、

行政機関等に意 見を提起する

その他

無 回 答

36.8 

33.5 

2T2 

33.9 

0%  

地域住民の
住民が適切
な福祉サー

抱える問題
ピスを受け

について、
られるよ

親身に相談
う、行政機

に乗り 、助
関等と調整

言を行う
を行う

22.3 111 

25.5 9.2 

27.0 9.2 

27.4 9.8 

20% 40% 

33.4 

25.3 

9.9 

図5 今後の活動で力点を置くべき役割

把握が難しい

住民のニー
関係機関や

地域の問題
地域住民と 多様化する

ズや抱えて
連携し、要 福祉サーピ

点や改善策
いる問題点

支援者のた スに関する
をとりまと

その他 無回答
を行政機関

めのネット 情報を住民
め、行政機

等へ連絡す
ワークを作 に提供する

関等に意見
る

る
を提起する

6.0 7.6 7.6 2.5 0.5 4.3 

9.2 6.2 6.2 3.2 0.2 5.8 

10.5 8.9 8.9 3.1 7.1 

6.2 7.8 7.8 2.4 0.2 7.8 

第 l位から第3位までの選択のうちの、第 l選択の割合である。

長くなるにつれて高くなっていた。

「今後の活動で力点を置くべき役割」では、“情報収

集に努め、地域住民の実態や福祉ニーズを把握する”

(33.4%）、“地域住民の抱える問題について、親身に

相談に乗り、助言を行う” （25.3%）の2項目が第 l

選択の60%を占め、他の項目は10%以下であった（図

5）。在任期間別でも同様の傾向が認められた。

住民の抱える問題について、親身に相談に乗り、助言

を行う”ことは在任期間が長くなる程高い回答率であ

った。また、“住民が適切な福祉サービスを受けられ

るよう 、行政機関等と調整を行う”ことは 1期（ 3年

以下）でやや高い傾向があった（表2）。

，情報が足りなし3”という回答率が下がっていた。一

方、困難事例に対応する難しさの認識は、在任期間が

回答者の受けている「多い相談内容」は、“ひとり

暮らしの高齢者の見守り” （30.9%）と“医療費や生

活費” (15.3%）が約半数を占め、“家族や親族との人

間関係” （10%）、“健康に関すること” （9.9%）がそ

表3 多い相談内容 （第 1選択）×在任期間
（%） 

在宅福祉
非行・不

ひとり暮 介護保険 サービス しつけ等 福祉制度
らしの高 医療費や

家族や親
施設入所 健康に関 （介護負 の問合せ

登校・ひ
一般的な やサーピ

族との人 きこもり
齢者の見 生活費

間関係
の相談 すること 担）に関 や利用方

等の子ど
子育ての スに対す

守り すること 法等につ
ものこと

こと る苦情
いて

l期（3年）以下（N:646) 34.4 12.5 8.4 5.1 10.7 5.4 1.9 2.8 2.2 1.9 

2期（4年～6年）(N:585) 32.1 14.5 7.9 5.3 9.4 6.3 1.2 5.1 2.2 12 

3期（7年～9年）(N:382) 34.0 14.4 13.9 7.9 8.6 4.5 1.3 1.8 1.8 1.3 

4期(10年）以上（N:632) 24.5 19.5 11.7 8.1 10.1 6.0 1.1 3.6 0.6 11 

児童虐待 高齢者虐
妻やパー

の通報や 障害者と
障害を抱

待の通報
トナーへ

ホームレ
その世帯 のふれあ

えた子ど 防災 ・防
やその世

の暴力の 相続の相
スへの対 その他 無回答

の近隣交 し、
もの子育 犯対策

帯の近隣
通報やそ 談

応
流

てのこと
ヲメAて、ilit: の世帯の

近隣交流

l期（3年）以下（N:646) 0.8 0.5 0.5 0.5 0.3 1.9 7.4 

2期（4年～6年）(N:585) 0.9 1.2 0.3 0.3 0.5 12 5.8 

3期（7年～9年） (N:382) 0.5 0.5 0.8 0.5 0.3 1.0 4.7 

4期(10年）以上（N:632) 0.8 0.8 0.5 0.2 0.5 1.3 7.3 

第 1位から第3位までの選択のうちの、第 1選択の割合である。
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れに続いていた（図 6）。在任期間別では“ひとり暮

らしの高齢者の見守り”が4期以上で低く、“医療費

や生活費”、“家族や親族との人間関係”と“施設入所

の相談”が在任期間の長さに比例して高くなっていた

（表3）。また、“健康に関すること”は l期と 4期以

ひとり暮らしの高齢者の見守り

医療費や生活費

0% 

家族や親族との人間関係 』繭吋 10

施設入所の相談 ~6.4

健康に関すること山岨画面虚 9.9

介護保験（介護負担）に関すること い同 5.7

在宅福祉サービスの問合せや利用方法等について ~ 4.3

非行・不愛校・ひきこもり等の子どものこと いot1.3.4 

しつけ等一般的な子育てのこと 対 1.7

福祉制度やサービスに対する苦情 泊1.4

児童虐待の通報やその世帯の近隣交流 量0.8

障害者とのふれあい 主0.7

簿害を抱えた子どもの子育てのこと ~ 0.5 

防災・防犯対策 i0.3 
高齢者虐待の通報やその世帯の近携交流 Io.3 

妻やパートナーへの暴力の通報やその世帯の近隣 0 

ホームレスへの対応 。
相続の相談 。

その他 湖15 

無回答 6.8 

図6 多い相談内容

20% 40% 

30.9 

表4 対応に苦慮する相談（第 1選択）×在任期間

ひとり暮
家族や親

医療費や 施設入所 らしの高
族との人

生活費 の相談 齢者の見
間関係

守り

1期（3年）以下（N:646) 24.1 20.6 8.0 9.0 

2期（4年～6年）(N:585) 22.6 20.7 9.2 7.0 

3期（7年～9年）(N:382) 31.4 18.3 8.9 7.3 

4期（10年）以上（N:632) 29.1 22.8 8.5 6.5 

児童虐待 高齢者虐
在宅福祉

の通報や
しつけ等

待の通報
サービス

その世帯
一般的な

やその世
の問合せ

子育ての や利用方
の近隣交

こと
帯の近隣

法等につ
y荒 交流

いて

l期（3年）以下（N:646) 0.9 0.8 0.9 0.9 

2期（4年～6年）(N:585) 1.2 1.0 1.2 0.5 

3期（7年～9年）(N:382) 0.3 1.3 0.5 

4期（10年）以上（N:632) 1.3 0.6 0.8 0.5 

上で高かった。

「対応に苦慮する相談」は、“家族と親族との人間関

係”（26.2%）、“医療費や生活費”（20.8%）が約半数

を占めていた（図 7）。 在任期間別では、“家族と親族

との人間関係”の相談に他の期と比較して 3期が苦慮

家族や親族との人間関係

医療費や生活費

0% 

施設入所の相談 泊圃画』d 8.7 

ひとり暮らしの高齢者の見守り お圃聞副 7.4

非行・不受校・ひきこもり等の子どものこと お崎明..I 6.9 

健康に関することら田...1 5.6 

介護保険（介護負担）に品目すること Ii.a.I 4.7 

福祉制度やサービスに対する苦情 出 2.4

障害者とのA寸しあい 踊 1.1

障害を鈎えた子どもの子育てのこと 担 1

児童虐待の通報やその世帯の近隣交流 国 1

しつけ等一般的な子育てのこと 副 0.9

高齢者虐待の通報やその世帯の近隣交流 量 0.9

在宅福祉サービスの問合せや利用方法 ・・ 10.5 

妻やパートナーへの暴力の通報やその世・10.4 

相続の相談 i0.4 

防災・防犯対策 I o.3 

ホームレスへの対応 I o 

その他 li,il1.5 

無回答 9.2 

20% 

20.8 

図7 対応に苦慮する相談

非行・不
介護保険 福祉制度

登校 ・ひ
健康に関 （介護負 やサーピ

障害者と
きこもり

すること 担）に関 スに対す
のふれあ

等の子ど しミ

ものこと
すること る苦情

6.5 4.0 4.5 3.1 0.8 

9.4 6.3 4.6 2.7 1.2 

7.6 5.5 4.5 0.8 0.8 

4.9 6.5 5.2 2.4 14 

妻やパー
トナーへ

ホームレ
の暴力の 相続の相 防災・防

スへの対 その他
通報やそ 日炎 犯対策
の世帯の

応

1、L己E問伽ヰ全チメマ、ア｛／古IL 

0.6 0.8 0.3 2.5 

0.3 0.2 0.2 1.0 

0.8 0.3 0.3 1.6 

0.3 0.2 0.5 0.9 

40% 

26.2 

（%） 

障害を抱
えた子ど
もの子育
てのこと

0.5 

1.5 

2.1 

0.5 

無回答

ll.l 

9.1 

7.9 

7.1 

第l位から第3位までの選択のうちの、第 1選択の割合である。
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し、逆に “医療費や生活費”の相談には他の期ほど苦

慮していない傾向が示されていた。また、在任期間が

長くなるほど“ひとり暮らしの高齢者の見守り”の負

担感が下がっていた （表4）。

4.『苦慮する（した）相談』の自由記述項目について（分

析 2)

『苦慮する（した）相談』の自由記述は、回収され

た2,300部中1,005部に認められた（43.7%）。複数の内

容を記載している記述もあり、この場合は記述内容を

複数に分けて分析した。このため、最終的に1,100件

の記述が分析対象となった。

これらの自由記述は民生児童委員が把握した問題点

によってテーマ別に分類された。問題点が複数になる

場合は、「中心」テーマと「副Jテーマを選出した。

例えば、“妻と母の関係が良くない。夫の収入だけで

は生活が厳しいが妻は関心を示さない。相談したこと

を妻に言わないでほしい。わかれば家族の関係がます

ます悪くなる。”という記述は、“家族関係”と“経済”

をテーマとし、相談主旨から“家族関係”を中心テー

マ、“経済”を副テーマとした。なお、副テーマが複

数になる場合もあったが、同様の方法で）II買位付けを行

い、分析には第l副テーマのみを利用した。

図8 「苦慮する（した）相談J（自由記述）の中心テーマ分類

上記の方法によって分類した結果、 17のテーマが得

られた（図 8）。記述の多い中心テーマは、）II買に、高

齢者（19.6%）、家族関係 (15.7%）、経済 (15.0%）、

対応・連携（8.3%）であり、この4テーマで全体の

50.3%であった。［高齢者］の記述は、「認知症になっ

た人で特に俳佃して歩く人の対応が難しいJ「公営住

宅に住むひとり暮らしの高齢者。～中略～この家を出

てしまえばもう帰る家がない」「高齢者世帯の対応全

て」など、であった。施設入所などの福祉サービスの

積極的な利用を勧めるものの、様々な理由で拒まれ、

次の支援策に苦慮、している様子が伺えた。［家族関係｝

では、「ひとり暮らしの高齢者の家族が遠くに住んで

いる場合、本人が入院した時などの病院側との話し合

いや親族との人間関係」「嫁と姑の関係が悪いj「親子

関係。どこまで介入できるかが難しい」「いろんな機

関に相談に出向くが、具体的な答えが出るものでもな

いので頭を抱えているJ「お互いの言い分が違うので

どちらの話を信用できるか判断できない」など、であ

った。親子や嫁姑のトラブルを相談され、民生児童委

員としてどの程度の介入や判断が求められているか困

惑している状況が述べられていた。［経済］では、「生

活福祉資金を借りて償還できない世帯への対応」「失

業や病気で、収入が減った時の相談」「年金等の生活資

金が少なく日常生活が困難」なとごの記述が多かった。

昨今の社会情勢を反映した相談であるが、現実的な対

応をしたくても実効的な制度利用ができず、民生児童

委員としての無力さを強く感じている記述が目立っ

た。［対応・連携］では、「私達に決定権がないのが辛

い」「どんなことでも相談にのらなければならないJ「数

ヶ月分の民生委員の手当が（除雪で使う） トラクター

の燃料代になっている」「相談より愚痴の方が多い」「関

係機関と連携して相談を解決してきているjなど、で

あった。地域住民の“相談対応”の際限のなさに精神

的に消耗・疲弊し、自分の活動に充実感を感じられな

い様子が伺えた。他方、相談に適合した関連機関との

協議を積極的に利用して問題を解決している実績に自

信を持っている記述も認められた。

［福祉制度］、｛子育て・教育L ［近所L ［障害］の

テーマが、これに続いていた。［福祉制度］の多くは

在宅福祉サービス、施設入所利用や年金手続きが、様々

な要因で期待通りに進めることができない現状を記述

していた。即応的な対応を求めて関係機関に連絡をす

るものの、思惑通りに進まないことやその先の支援の

なさへの戸惑いと自分たちの見守り活動が増える結果

に挫折感を読み取れた。［子育て・教育］は不登校や

引きこもりへの対応が主であった。このテーマは、学

校や関係機関との協働によって自分たちの活動の有効

性を感じている記述が多く認められた。［障害］は身
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把保した問題有 面ljテーマ キtrr-E結末

図9 中心テーマ｛高齢者］の自由記述分析結果

J巴保した問題担 I出｜テーマ 対rtE結末

経済（併合 {Jl収人たど） 人 ｜どこ主でZ＆を聴けばいいのか

どこ主 F介入する泊、

長時間・，，，刺 fl:ll,:UJ 吋iじ •Jl! ；／と

図10 中心テーマ［家族関係］の自由記述分析結果

担保した問題山

（／＼ 金返済11古川

J,［（債務

I成原

因制(1世Ut・失職 ・問主的など）

凶｜テー7 セtrじと結末

図11 中心テーマ｛経済］の自由記述分析結果

体－知的－精神の 3障害に関わる生活相談が中心とな

っていた。関係機関や行政との連携を試みるが、うま

く対応できない現状と話し合いを進められない苛立ち

が記述されていた。

次に、「苦慮する（した）相談」記述を、中心テー

マ別に、 KJ法に基づいて分析した。分析は、民生児

童委員が地域住民の相談から“把握した問題点”と

“その対応と結末”及び副テーマの関連を中心に実施

した。ここでは、｛高齢者］［家族関係］［経済］の質

的分析結果を図9～図11に提示した。

［高齢者］は216件の記述があり、民生児童委員は「ひ

とり暮らし」を重要な問題点として認識していた。そ

の対応は「施設入所（の勧め）」「見守り」「防犯・防

災対策」が主たるものであった。また、「ひとり暮らし」

の高齢者には「家族関係」「近所（とのトラブル）」「経

済的（問題）」「医療」「障害Jといった複数のマイナ

ス要因が同時に存在していることが多かった。相談に

介入した結果「話が伝わらない」「素直でない・我偉・

頑固」といった結末を多くの民生児童委員が感じてい

た。

｛家族関係］は173件の記述があった。夫婦・嫁姑 ・

親子関係と一緒に、経済的問題が扱われていることが

多かった。このテーマが対応に一番苦慮していた。特

に、住民の相談を“問題”として扱っていいのか、単

なる“愚痴”なのか判断がつかず、話を聴く範囲や介

入程度を決めかねていた。また、相談者にとっては切

実な問題であるために、早朝や深夜に長時間の対応を

求められることも負担感を強くしていた。

｛経済｝は165件の記述があった。生活の困窮で問題

点は共通しているが、相談に至るまでの経緯が事例に

よって異なり、対応に大きく影響する要因となってい

た。例えば、“離婚した娘が子どもを連れて、生活保

護世帯であった実家に戻ってきた。このため要件を満

たさなくなって、保護が打ち切られたD 娘に就労指導

と別居を促すが、働く気もなく、面会を拒否されてい

る。母親から生活費の相談を受けるが、生活福祉資金

の利用も難しい。”という状況や＂ 80才の父親の障害

年金で生活していた家庭に、脳卒中後遺症で就労でき

ない元大工の60才の息子が戻ってきた。母親が二人の

介護を行っているが、年金額が少なく、介護保険の支

払いも難しいという相談を受けている。”という状況

である（ここに提示した事例は重要事項に影響のない

程度に事実を変更している）。多くの民生児童委員が

生活保護や生活福祉資金の利用を検討するが、要件を

満たさず、対策が尽きている。さらに、民生児童委員

本人への借金や保証人依頼や生活福祉資金返済催促活

動が、担当地域住民からの依頼であるが故に、重い負

担感として感じられていた。

このように、民生児童委員が地域住民の相談から把

握した問題点とその対応（結末）の関連は、中心テー

マ毎にいくつかのパターンに分類できる可能性が認め

られた。しかしながら、問題点（相談主訴）に付随し

た複数の要因が同時に存在していることも明らかにな

った。この要因への対応も問題点（相談主訴）と間程

度の負担が必要であり、対応や結末を複雑にする一因

と考えられた。
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考 察

岩手県内の民生児童委員活動の現状を踏まえて、「対

応に苦慮する（した）相談」に対する負担感に影響す

る要因を検討したい。民生児童委員の任期は l期3年

であり 、その都度改選される。本調査は丁度その改選

直前に実施され、担当地域の現状や民生児童委員活動

の負担感を十分体験している対象者の意見が反映され

ていると考えられる。

1 .民生委員・児童委員活動について

岩手県内の民生児童委員は、“問題を抱える家庭の

実態がわからない”、“地域の実情の把握が難しし玉，，、

“困難事例に対応するのが難ししE，，、

取るのが難しい”、“情報が足りない”と困りながら、

“ひとり暮らしの高齢者の見守り”と“医療費や生活

費”、“家族や親族との人間関係”、“健康に関すること”

の相談を多く受けている。これらの相談の中で、“家

族と親族との人間関係”や“医療費や生活費”に一番

苦慮している。この結果から、担当する地域住民の生

活実態がわからないまま、地域住民から持ち込まれる

相談を無防備に受けている現状が推察できる。しかし

ながら、在任期間が長くなるにつれて困りごとは減少

し、“困難事例への対応”のみが残っていた。困難な

相談内容も“医療費や生活費”、“家族や親族との人間

関係”と“施設入所の相談”となり、これらが困難事

例として認識されている D これは民生児童委員活動の

実績を積むにつれて、地域の実情や問題家庭の実態、を

把握し、時間的にも支援内容においても有効な活動が

できるようになる成長 －変化を意味していると考えら

れる。

民生児童委員のこの成長は

住民の実態や福祉ニ一ズを把握する，，、“地域住民の抱

える問題について、親身に相談に乗り、助言を行う”

ことが「力点を置くべき役割」と、自らが高く認識し

て活動していることからも推測できる口 しかしなが

ら、在任期間が長くなるとともに“親身に相談に乗り、

助言を行う” ことに役割の力点が高くなっており、こ

れは従前の名誉職認識に近いと考えられる。事例に対

するステ レオ タイプ化 した対応は支援の硬直化につな

がり、法改正によって明確になった「住民の立場に立

って活動する存在」 としての位置づけを覆してしま う

可能性をはらんでいる。都築は“地域福祉活動の相談

や従来社会福祉の分野で扱って こなかった相談など

が、行き場がないために民生委員に集中している こと

が考えられる” 12）と述べ、民生児童委員が対応せざる

を得ない困難な相談事例の増加を指摘している。困難

事例は問題解決の難しい場合が多く 、それだけ民生児

童委員活動への不全感や挫折感、また、高い心理的負

担を民生児童委員自身が受けてしまうことが予想され

る。

2. 「対応に苦慮する （した）相談」に対する負担感

について

自由記述に示された「対応に苦慮する（した）相談」

の分析から、民生児童委員の対応に苦慮する相談内容

カil7テーマに渡ることカf明らかになった。このうち、

対応する頻度の高い ｛高齢者］［家族関係］｛経済］の

3テーマが結果に示された。

この分析結果から、民生児童委員が把握した問題点

とその対応（結末）の関連はテーマ別にパターン化で

きる可能性が指摘された。しかしながら、問題点と対

応 （結末） は因果律的な直接関係ではなく、 2次的－

3次的な要因が複雑に絡んでいた。これらの要因は相

談の問題点（焦点）を多重化・複雑化させ、民生児童

委員の対応を困惑させる結果となっていた。特に、 ｛高

齢者］［家族関係］［経済］の相談は、安心できる生活

の確保といった具体的な対応 （結末）を求められるこ

とが多い。それだけ相談を受ける側は強い責任を持ち

やすいが、明確な形で問題が解決しにくい相談でもあ

る。この解決できない相談に対する強い責任感が活動

に対する陰性感情8）に関連していると考えられた。

3. 民生委員・児童委員の負担感への対応について

「対応に苦慮する （した）相談」を体験することで、

民生児童委員が強い陰性感情を持つことが明らかにな

った。民生児童委員活動が負担感の強いものであるこ

とは多くの研究者が指摘しており、その対策の提案8)101 

もされている。

本研究の結果、民生児童委員が対応に苦慮する（し

た）相談から感じる陰性感情は、問題点と対応 （結末）

の聞に存在する 2次的 .3次的要因に影響されるこ と

が指摘された。これらの要因は相互に影響し合い、事

例性による違いがさらに対応を難しくしている。個別

事例での関わり方や困難に悩みながら活動する民生児

童委員は活動のモチベーションを低下させてしまいが
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ちであり、関わり方に関する支援の得られるパックア

ップ体制やケースワークやカウンセリングなどの方法

論を学習する教育的支援の充実が必要である。8）この

点に関連して、佐藤は対応困難な状況にある福祉現場

の実態を指摘し、その解決のために大学等の専門機関

と協力した研修プログラム作成の必要性を指摘してい

る。9)

民生児童委員の負担感の低減は活動に対するモチベ

ーション維持につながり、その結果、地域福祉活動の

充実が期待できる。民生児童委員は制度施策の知識と

同時に、 事例を通した援助スキルの体系的な学習が求

められている。しかし、身近な事例を扱っているため

に情報保護（プライバシー）の厳しい確保の必要性が

指摘されている。10）この条件を満たした研修が民生児

童委員に対して継続的に提供されることが求められて

いる。複雑な相談の継続的な検討から個別事例への対

応が学習でき、民生児童委員の負担感を低減する方法

のひとつと考えられた。
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